
街区単位の液状化対策

全体説明会

令和７年８月 新潟市都市計画課

1．液状化対策について

2．これまでの検討内容について

３．対策工法の検討について

４．対策検討範囲について

５．意向確認について

【 本日の内容 】



１．液状化対策について

1



液状化対策の方法

街区単位の液状化対策

宅地は「個人財産」であり、宅地だけを対策する場合は、所有者の皆さまで、対策が

できます。街区単位の液状化対策を選択される場合は、市が共同で、対策を実施します。

宅地の液状化対策

実施主体

メリット

課題

・公共施設と宅地を一体的に対策 ・個人が所有する宅地だけを対策概要

新潟市 個人（所有者）

・道路と宅地の両方が守られ、地区
の防災性が向上

・対象地区にお住まいの住民全員
の同意が必要

・個人のタイミングで対策ができる

・道路は守られない

各世帯で事情が異なる所有者一人ひとりが、液状化対策の効果、事業実施上の課題、
個人負担金額をご理解いただいたうえで、「街区単位の液状化対策」or「宅地の液状化対策」
どちらを選択されるかご判断いただきます。
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街区単位の液状化対策
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○ 将来への備えとして、国の制度に基づき、公共施設と宅地（個人財産）を
一体的に対策する。

〇 一体的に整備することで、効率的かつ、効果的に対策ができます。



※個人宅地内の復旧等は含まれません
（市が個人宅地内の復旧工事を行うことはありません）

地下水位を低下させることで、液状化被害を抑制させる工法

画像出典元：熊本市資料

公道宅地 宅地宅地 公道

対策前の水位

集水管

対策後の水位

（平面図）
上空から見た図

（断面図）
建物を切断して横から見た図

直径約１ｍ

鋼矢板集水管 鋼矢板

地下水位低下工法
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２．これまでの検討内容について
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意向確認

概略設計・実証実験

詳細設計

合意形成

工事施工

○どこで、どんな液状化被害が集中したかを整理しました。

○液状化が発生した箇所の地質を詳しく調べました。

○ボーリング調査を基に、液状化対策ができる地盤か
どうか検証しました。

○地域の皆さまの対策意向を確認します。

○地区ごとに対策工法などを詳細に検討します。

○最終的な対策実施の合意を確認します。

○具体的な工事図面などを作成します。

○対策工事を進めます。

現地調査

ボーリング調査（地質調査）

地盤の検証（解析）

実
施
し
た
こ
と

今
後
実
施
す
る
こ
と

本
日
ご
説
明
す
る
こ
と

６

対策の実施に向けた検討の流れ



7

○目的

○調査結果

液状化対策の検討を行うため、まずは、どんなところで液状化被害が集中し

ていたのか、確認しました。

・昔、河川だったところや、砂丘の裾野など、砂地盤で地下水位が高いところで、

液状化被害が集中していました。

・地盤の沈下と横移動（側方流動）が発生した液状化被害範囲が分かりました。

・液状化被害範囲を分析すると、土地の条件は、６つに分類されることが分かり

ました。

現地調査
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被害は、西区江南区に集中

全壊～半壊
ヒートマップ

家屋被害の分布

住宅被害（全壊～半壊）の分布
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❻ 潟湖・池埋立地

➍ 旧河道埋立地・盛土地

（注意）イメージ図です。

・土地の地形や地歴による被害の傾向を確認しました。
・いずれの地域も、砂丘より内陸で、地下水位が浅く、標高の低い土地です。

❶ 砂丘低地側斜面下部・・・・・・傾斜した土地
❷ 砂丘外縁部盛土地・・・・・・・・緩く傾斜した盛土地
❸ 後背低地盛土地・・・・・・・・・・平らな盛土地
❹ 旧河道埋立地・盛土地・・・・・昔の池を埋め立てた平らな土地
❺ 旧河道埋立地・・・・・・・・・・・・昔の河川を埋め立てた平らな土地
❻ 潟湖・池埋立地・・・・・・・・・・・昔の河川を埋め立てて、盛土し、緩く傾斜した土地

寺尾周辺地区

黒埼地区

天野地区

液状化発生地域の分類
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❹ 潟湖・池埋立地
❻ 旧河道埋立地・盛土地

❸ 後背低地盛土地

❺ 旧河道埋立地

液状化被害の分布

西区及び江南区の液状化範囲の分類



意向確認

概略設計・実証実験

詳細設計

合意形成

工事施工

○どこで、どんな液状化被害が集中したかを整理しました。

○液状化が発生した箇所の地質を詳しく調べました。

○ボーリング調査を基に、液状化対策ができる地盤か
どうか検証しました。

○地域の皆さまの対策意向を確認します。

○地区ごとに対策工法などを詳細に検討します。

○最終的な対策実施の合意を確認します。

○具体的な工事図面などを作成します。

○対策工事を進めます。

現地調査

ボーリング調査（地質調査）

地盤の検証（解析）

実
施
し
た
こ
と

今
後
実
施
す
る
こ
と

11

ボーリング調査（地質調査）



地質調査
（ボーリング調査箇所 Ｎ＝２７箇所）

亀貝IC

小新IC

西
区
役
所

○

寺
尾
駅

○

天野地区
Ｎ＝３箇所

黒埼地区
Ｎ＝１０箇所

黒埼IC

寺尾周辺地区
Ｎ＝１４箇所 小

針
駅

○

青
山
浄
水
場

○

新
潟
大
学
前
駅

○

黒
埼
市
民
会
館

○

新潟西IC

新潟中央IC

○

新
潟
県
庁
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ボーリング調査実施箇所



ボーリングと
標準貫入試験による調査

サウンディング調査

・液状化した原因を調べるため、
地層の分布状況を把握

・土の硬さ（N値）や採取した土を分析。
・地下水の深さや流れやすさを把握

・宅地調査の主流であり、簡易的に
土の固さを把握。

・複数箇所で実施し、土の分布状況
把握に活用します。
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〇地質調査の内容

ボーリング調査（地質調査）内容
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〇天野地区

ボーリング調査（地質調査）結果

縦：横＝1：5

←信濃川

自然堤防自然堤防

旧河道埋立地

旧河道

旧河道埋立地

B測線

14

・自然堤防（微高地）に挟まれた旧河道内で液状化が発生。

・砂質土が5m以上堆積し、その下には、高有機質土層と粘性土が

連続して分布。

・地下水位は、地表面から地下0.42mに位置する。（天野Ｂ-2地点）
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〇黒埼地区

ボーリング調査（地質調査）結果

・自然堤防（微高地）に挟まれた旧河道内で液状化が発生。

・砂質土が5m以上堆積。

・砂質土と粘性土層が互層になっている箇所もある。

・地下水位は、地表面から地下-1.25mに位置する。（山田Ｂ-1）

C測線

縦：横＝1：4

信濃川→

自然堤防旧河道自然堤防

旧河道埋立地旧河道埋立地・盛土地
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〇寺尾周辺地区

ボーリング調査（地質調査）結果

・砂丘斜面下部で側方流動。

◆砂丘砂層の直下は、砂質土層と薄い粘性土層が

堆積しており、場所により異なる。

◆地下水位は、砂丘上部より傾斜している。

地下-0.80m(実測値：寺尾B7) 地下-0.89m(実測値：寺尾B8)

地下-0.83m(実測値：寺尾B9)

C測線

縦：横＝1：3
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３．対策工法の検討について
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〇液状化対策の実施に向けた検討の流れ

意向確認

概略設計・実証実験

詳細設計

合意形成

工事施工

○どこで、どんな液状化被害が集中したかを整理しました。

○液状化が発生した箇所の地質を詳しく調べました。

○ボーリング調査を基に、液状化対策ができる地盤か
どうか検証しました。

○地域の皆さまの対策意向を確認します。

○地区ごとに対策工法などを詳細に検討します。

○最終的な対策実施の合意を確認します。

○具体的な工事図面などを作成します。

○対策工事を進めます。

現地調査

ボーリング調査（地質調査）

地盤の検証（解析）

実
施
し
た
こ
と

今
後
実
施
す
る
こ
と
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地盤の検証（解析）



○目的

ボーリング調査結果を基に、液状化対策ができる地盤かどうか検証する。

○解析の手順

手順➁ 液状化対策前の評価・・・対策をしていない現在の状態で、液状化のしやすさ
判定を行います。

手順➂ 液状化対策後の評価・・・対策後の状態※を想定し、液状化しやすさの判定を
行います。

※対策後の状態とは
・地下水位低下工法であれば・・・現状の地下水位から水位を低下させた状態
・格子状地中壁工法であれば・・・格子状地中壁を設置した状態

手順④ ➁と➂を比較して、液状化が抑制されるかどうかを確認します。
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手順① 対策目標とする想定地震動の規模を設定する

地盤の検証（解析）



手順①

新潟市内では、震度５強が観測され、最大水平加速度は、

約150～200（gal）であった。

対策検討において、加速度２００（gal）を対策目標値として、

液状化被害を抑制できるかどうか確認します。
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想定地震動の規模

想定地震動の規模を設定
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○学術的解析の評価方法

地下水位低下工法

Ｂ

（液状化に対する安全性）

危険 安全

手順➁～④

地下水位低下工法による対策前後の評価

画像出典元：熊本市資料

公道宅地 宅地宅地 公道

対策前の水位

集水管

対策後の水位

鋼矢板

検討会議（有識者会議）で定められた対策目標である 『Ｂ』 判定を目指します。

凡例

Ａ 顕著な液状化被害の可能性が低い

Ｂ 顕著な液状化被害の可能性が比較的低い

Ｃ 顕著な液状化被害の可能性が高い

対策前の評価

対策後の評価



対策前 対策後 地下水低下量

天野地区 Ｃ
（被害可能性 高）

Ｂ
（被害可能性 低）

地下1.3ｍ～
3.1ｍ

黒埼地区 Ｃ
（被害可能性 高）

Ｂ
（被害可能性 低）

地下2.4ｍ～
3.1ｍ

寺尾周辺

地区

Ｃ
（被害可能性 高）

Ｂ
（被害可能性 低）

地下1.8ｍ～
4.4ｍ

○液状化対策前後の評価結果について手順➁～④

地区により、概ね約３ｍ以上、地下水位を低下させることで、
液状化被害が抑制されます。

22

地下水位低下工法による対策前後の評価結果

※側方流動への対策も含めて、必要な地下水低下量です。



・検討対象地区により、圧密沈下対象層厚や必要な水位低下量は違いますが、解析の結果、

地下水位低下による沈下量は0.1cm～1.5cmと推定されます。
➡不同沈下が発生する可能性は低く、建物への影響が少ない。

○地下水位低下による地盤沈下について

地下水位低下工法による地盤沈下解析の結果

液状化する地層

対策前の状態
（地下水位低下前）

液状化する地層

③粘土層とともに全体的に沈下する

対策後の状態
（地下水位低下後）

①地下水が無くなると浮力が無くなり重くなる

②上が重くなり、粘土層の沈下が始まる

軟弱な粘土地盤 軟弱な粘土地盤

※沈下量は0.1～1.5cm
と推定されます。

0.1～1.5cm

地下水位を低下させることによる地盤沈下のイメージ図

１ｍ前後▽地下水位
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0.1～1.5cm



〇地震波（マグニチュード9.0、震度5強）
⇒対策効果は、期待することができない。

24

格子状地中壁工法の検討

・対策効果を発現させるためには、宅地境界だけではなく、
家屋下など、より密に地中壁を配置する必要がある

・家屋がある中での家屋下の施工は不可能

⇒今回検討した地域では適用不可と判断

宅地境界拡大
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適用可能性のある対策工法の選定

【地下水位低下工法】

○液状化対策評価の結果、地表面から、約３ｍ程度地下水位

を低下させることで、液状化被害が抑制されることが

分かりました。

○地下水位を３ｍ程度低下させても、圧密沈下量が１～１．５ｃｍ

であり、沈下による影響も小さいことが分かりました。

【格子状地中壁工法】

○対策を実施しても、液状化を抑制することはできないことが
分かりました。

上記の結果から、地盤条件に基づき、

『地下水位低下工法』の適用可能性あり

解析結果のまとめ



これまでの検討の結果、『地下水位低下工法』の適用可能性が分かりましたが、

対策実現に向けては、いくつか課題があり、場合によっては、対策が実施
できないこともあります。

課題については、「概略設計」や「実証実験」により

確認していく必要があります。 26

対策実現に向けた今後の課題

〇 実際に、地下水を低下させることができるかどうか。

〇 今後、対策実施に向け、概略設計により確認すべき項目があること。

・地下水を河川や海まで排水するためのルートや施設の規模、スペースの確認。

・地下水をくみ上げるためのポンプ施設の規模や、台数の確認。

・地下水低下による周辺家屋の沈下や、井戸枯れなどの影響を実証実験で確認。



4．対策検討範囲について
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対策検討範囲の設定

寺尾周辺地区

黒埼地区 天野地区

〇 現地調査で確認した液状化被害や、公共施設（道路・下水道）被害をもとに検討しました。

28

これまでお示ししていた
概ねの対策検討地域図
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対策検討範囲の設定

〇 対策検討範囲の考え方

以下、２つの条件を含む、地域を赤点線で囲んでいます。

➀液状化により被災した公共施設（道路・下水道）があること。

②現地調査により、液状化被害が確認された地域であること。

寺尾周辺地区

黒埼地区

天野地区

液状化対策
検討範囲図
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対策検討範囲のイメージ

液状化被害なし
公共施設被害あり

液状化被害あり
公共施設被害なし

液状化被害なし
公共施設被害なし

公道で囲めない

対策検討範囲

公共施設被害（道路・下水道）

液状化被害

凡例



5．意向確認について
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意向確認

概略設計・実証実験

詳細設計

合意形成

工事施工

○どこで、どんな液状化被害が集中したかを整理しました。

○液状化が発生した箇所の地質を詳しく調べました。

○ボーリング調査を基に、液状化対策ができる地盤か
どうか検証しました。

○地域の皆さまの対策意向を確認します。

○地区ごとに対策工法などを詳細に検討します。

○最終的な対策実施の合意を確認します。

○具体的な工事図面などを作成します。

○対策工事を進めます。

現地調査

ボーリング調査（地質調査）

地盤の検証（解析）

実
施
し
た
こ
と

今
後
実
施
す
る
こ
と

32

意向確認



33

〇工事施工の早期実現に向けて、これまでの検討手順を見直しました。
〇令和７年秋頃から対策実施を希望するエリアを募集します。

対策実施を希望するエリアの募集開始

意向確認

①対策効果
➁個人負担額
➂対策実施によるデメリット

合意形成

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・最終的な対策実施の合意を確認
主な判断条件

現在
（Ｒ７．8）

Ｒ７．秋頃～

募集要件の公表

意向確認



● 対策検討範囲内であること。

● ３，０００㎡以上の一団の土地の区域、かつ、区域内の家屋が１０戸以上の

街区が必要であること。

● 最終的な工事着手前に、一定の負担金を伴う合意形成があることにご理解

をいただけること。

● 街区の地権者全員の意向が得られていること。 （100％合意）

対策実施の概略設計に向けた募集要件（案）

34

意向確認

※意向確認の段階で、工事施工の最終的な合意をいただくものではありません。



35

周囲を公道で囲まれた一団のかたまり

対策検討範囲

【募集要件となる街区】
3,000ｍ２以上の一団の土地の区域
かつ、区域内の家屋が１０戸以上

公道

凡例

[参考] １宅地５０坪（165ｍ２）であれば・・・19戸で、３０００ｍ２以上となる。

街区

同意が得られた

同意が得られなかった

街区とは

⑧

⑩

1,000ｍ２

⑨⑤

⑥ ⑦

1,000ｍ２

① ➁

➂ ④

1,000ｍ２



・集水管整備・・・約６０万円/戸

・ポンプ整備・・・自然流下のため、不要

・送水管整備・・・ 〃
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対策に必要な費用（個人負担）

対策範囲にお住まいの皆さまのみが受益を受けます。

個人負担をお願いしたいと考えております。

街区単位の液状化対策は・・・

（参考）柏崎市の事例 ※Ｈ１９年 中越沖地震

新潟市の場合は
ポンプが必要

具体的な負担金額については、合意形成までにお示しする予定です。
今回は、他都市の事例をご説明します。

〇工事費

〇維持管理費

・ポンプ施設の電気代・・・自然流下のため、不要



Ｒ７．秋～
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募
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要
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ｃ

意
向
確
認
・受
理

意向確認の流れ



意向確認

①対策効果
➁個人負担額
➂対策実施によるデメリット

合意形成

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・○最終的な対策実施の合意を確認
主な判断条件

現在
（Ｒ７．8）

Ｒ７．秋頃～

※判断条件をもとに、工事施工の最終的な合意を
いただきます。

※対策実施を希望されるかどうかは、地域の皆さ
まのご判断となります。

○市が地区ごとに工法など詳細を検討

38

意向確認から工事施工までの流れ
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ご清聴いただきありがとうございました。

〇お問い合わせ先

新潟市 都市政策部 都市計画課

☎ 025－２２６－２６７９

tokei@city.niigata.lg.jp

mailto:tokei@city.niigata.lg.jp

